
１ 暮らしを守る物価高騰対策

(1) ひっ迫する家計への支援
●生活にお困りの方
への支援

住民税非課税世帯へのエアコン設置支援、低所得のひとり親世帯
への給付金の支給、生活困窮者への生活必需品支援 等

●食料品の価格高騰
対策

子育て世帯等に対する食料品等支援、信州こどもカフェの運営
支援 等

(2) 家計可処分所得の向上

●賃上げ環境の整備 中小企業の生産性向上に資する設備投資等を支援、医療・介護・
障害福祉分野の賃上げ等を支援 等

●エネルギー負担
軽減

LPガス料金の負担軽減、省エネ家電等切換え支援、住宅への太陽光
発電設備等の導入支援、省エネ・再エネ導入メリットの発信 等

●子育て・教育費の
負担軽減

給食費の抜本的な保護者負担軽減、高等学校等就学支援金の収入
要件撤廃、多子世帯等への保育料軽減 等

４ 県民生活の安全・安心の確保

(1) 防災・減災、県土強靱化の総合的推進 (2) 暮らしの安全・安心の確保

●地域防災力向上
避難所の生活環境向上、
防災意識の啓発 等

●医療・介護等提供
体制の確保

医療機関の役割分担と連携強化に向けた支援、構造的課題解消に向けた政策医療への支援、
介護・障害福祉分野のサービス継続を支援、社会福祉施設等の光熱費等負担軽減 等

●県土強靱化の推進
各種インフラの防災・減災対策や基盤
整備等を推進 等

●地域公共交通の
維持・利用転換

市町村をまたぐ広域バス路線の維持・確保への支援、公共ライドシェア等の普及促進、
県内公共交通機関のキャッシュレス化に向けた機器導入支援・事務局運営等 等

●ツキノワグマ対策
の推進 広域連携体制の構築、専門人材の育成、市町村のツキノワグマ出没防止対策の支援

２ 成長投資等による経済構造の転換

(1) 成長期待分野・新技術への投資促進
●地域産業の稼ぐ力
の強化

国の地域未来戦略策定を見据えた検討の加速化、航空・宇宙機器
産業への参入促進、水素利活用促進のためのモデルづくり、
信州ｽﾀー ﾄｱｯﾌ゚ ･ｴｺｼｽﾃﾑ強化のため投資会社と連携したｽﾀー ﾄｱｯﾌ゚ の活動を支援 等

●経営革新・生産性
向上

売上高10億円突破を目指す企業の成長を後押しする総合的な経営
支援、事業者のＤＸ支援、外部専門人材(副業・兼業人材等)の活用 等

(2) 価格高騰等の環境変化への対応
●賃上げ・価格転嫁
の促進

専門家派遣等による経営課題の解決支援、長野県価格転嫁
サポーターによる支援、官公需における適切な価格転嫁 等

●事業者等への経営
継続支援

中小企業融資制度による支援、事業者等のエネルギー負担軽減 等

(3) 持続可能な経営基盤の構築
●海外展開・生産
拠点の多角化

県産品の競争力強化等の輸出拡大に向けた取組の支援、新たな生産
拠点整備への支援 等

●農林水産業の構造
改革

地域農業をけん引する農業法人経営体の育成・参入促進、農林業の
生産性・収益力向上に資する設備導入・施設整備の支援 等

●エネルギーコスト
削減

事業者のエネルギーコスト削減のための設備導入支援、
交通ＧＸの加速化、木質バイオマス利活用促進 等

●成長につながる
人材基盤の強化

企業のリスキリング支援、女性リーダーの登用・育成の促進、
若者の県内就業・定着の促進、外国人材の活躍・受入れ支援 等

３ 地域をゆたかにする消費行動の促進

●しあわせバイ信州
運動の展開

県産品や地域のお店を選ぶ意識の醸成、生産者と消費者双方が理解
して進める県産米等の地産地消の推進 等

●観光需要の創出と
経済波及効果の拡大

交通・観光施設等の予約・決済等一元化システムの構築・運用、
多様な観光コンテンツ造成への支援、体験型観光需要喚起による県
内周遊の促進 等
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(１月９日公表版の更新)暮らしを守り、未来を創る長野県総合経済対策(概要版)

下線：第三弾の主な施策
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不透明な世界経済や物価高騰が続く中、県民生活と県内経済は大きな変革期を迎えています。このため、暮らしと
産業を守り、未来に向けた成長投資等を通じて経済構造の転換を図るとともに、県民生活の安全・安心を確保する
ため、必要な対策を迅速に実行します。(「物価高騰・米国関税措置支援パッケージ」は、本対策に内包します。)

「暮らしを守り、未来を創る長野県総合経済対策」の詳細は、

「長野県総合経済対策」で 検索 又は、こちらのＱＲコードから
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